
浜松市規則第６０号 

浜松市子ども医療費助成規則の一部を改正する規則 

 

 浜松市子ども医療費助成規則（平成９年浜松市規則第７８号）の一部を次のように改正

する。 

改正前 改正後 

   浜松市子ども医療費助成規則    浜松市こども医療費助成規則 

 （趣旨）  （趣旨） 

第１条 この規則は、子どもの属する世帯の経

済的負担の軽減を図り、もって子どもを安心

して生み育てることができる環境の整備並

びに子どもの健康の保持及び増進に寄与す

るため行う子どもの医療費の助成について

必要な事項を定める。 

第１条 この規則は、こどもの属する世帯の経

済的負担の軽減を図り、もってこどもを安心

して生み育てることができる環境の整備並

びにこどもの健康の保持及び増進に寄与す

るため行うこどもの医療費の助成について

必要な事項を定める。 

 （用語の定義）  （用語の定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 (1) （略）  (1) （略）  

 (2) 小・中学生 学校教育法（昭和２２年法

律第２６号）第１条に規定する中学校、義

務教育学校、中等教育学校の前期課程、特

別支援学校の中学部又はこれらに準じる

もの（以下「中学校等」という。）を卒業

し、又は修了する日の属する月の末日まで

の間にある者（本市に住所を有し、住民基

本台帳法に基づき本市の住民基本台帳に

記録されている者その他市長が特別に必

要があると認める者に限る。）のうち乳幼

児以外のものをいう。 

 (2) 小・中学生 １５歳に達する日以後の最

初の３月３１日までの間にある者（本市に

住所を有し、住民基本台帳法に基づき本市

の住民基本台帳に記録されている者その

他市長が特別に必要があると認める者に

限る。）のうち乳幼児以外のものをいう。 

 (3) （略）  (3) （略） 

 (4) 子ども 乳幼児、小・中学生及び高校生

世代をいう。 

 (4) こども 乳幼児、小・中学生及び高校生

世代をいう。 



 (5) 保護者 親権者、未成年後見人その他の

者で、子どもを現に監護するものをいう。 

 (5) 保護者 親権者、未成年後見人その他の

者で、こどもを現に監護するものをいう。 

 (6) （略）  (6) （略） 

 (7) 保険医療機関等 社会保険各法の規定

により医療に関する給付（食事療養に係る

ものを除く。以下同じ。）を取り扱う病院、

診療所若しくは薬局又はこれらに準じる

ものとして市長が認めるものをいう。 

 (7) 保険医療機関等 社会保険各法の規定

により医療に関する給付を取り扱う病院、

診療所若しくは薬局又はこれらに準じる

ものとして市長が認めるものをいう。 

 （受給資格者）  （受給資格者） 

第３条 この規則により医療費の助成を受け

ることができる者（以下「受給資格者」とい

う。）は、社会保険各法の規定による被保険

者又は被扶養者である子どもの保護者（社会

保険各法の規定により当該子どもに保険料

を納付する義務がある場合、当該子どもが婚

姻により成年に達したものとみなされる者

である場合その他市長が特別に必要がある

と認める場合にあっては、当該子ども）とす

る。ただし、次の各号のいずれかに該当する

場合を除く。 

第３条 この規則により医療費の助成を受け

ることができる者（以下「受給資格者」とい

う。）は、社会保険各法の規定による被保険

者又は被扶養者であるこどもの保護者（社会

保険各法の規定により当該こどもに保険料

を納付する義務がある場合その他市長が特

別に必要があると認める場合にあっては、当

該こども）とする。ただし、次の各号のいず

れかに該当する場合を除く。 

 (1) （略）  (1) （略） 

 (2) 子どもが児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）第２７条第１項第３号若しく

は第２７条の２第１項の規定により小規

模住居型児童養育事業を行う者若しくは

里親に委託され、又は乳児院等に入所して

いる場合（同法第２７条第２項の規定によ

り指定発達支援医療機関への治療等の委

託をされた場合を含む。） 

 (2) こどもが児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）第２７条第１項第３号若しく

は第２７条の２第１項の規定により小規

模住居型児童養育事業を行う者若しくは

里親に委託され、又は乳児院等に入所して

いる場合（同法第２７条第２項の規定によ

り指定発達支援医療機関への治療等の委

託をされた場合を含む。） 

 （医療費の助成）  （医療費の助成） 

第４条 市長は、子どもが疾病又は負傷により

保険医療機関等で治療を受けている場合に

おいて、当該子どもに係る受給資格者に対し

第４条 市長は、こどもが疾病又は負傷により

保険医療機関等で治療を受けている場合に

おいて、当該こどもに係る受給資格者に対し



て次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める額の医療費（以下「子ども医療費」と

いう。）を助成する。ただし、当該疾病若し

くは負傷について法令等の規定により国若

しくは地方公共団体の負担による医療に関

する給付が行われたとき若しくは独立行政

法人日本スポーツ振興センター法（平成１４

年法律第１６２号）第１５条第１項第７号若

しくは同法附則第８条第１項の規定により

医療費に係る災害共済給付が行われたとき

又は当該子どもが診療時間（市長が別に定め

る時間をいう。以下同じ。）以外の時間に受

診したとき（当該子どもが小・中学生又は高

校生世代であるときに限る。）は、この限り

でない。 

て次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める額の医療費（以下「こども医療費」と

いう。）を助成する。ただし、当該疾病若し

くは負傷について法令等の規定により国若

しくは地方公共団体の負担による医療に関

する給付が行われたとき若しくは独立行政

法人日本スポーツ振興センター法（平成１４

年法律第１６２号）第１５条第１項第７号若

しくは同法附則第８条第１項の規定により

医療費に係る災害共済給付が行われたとき

又は当該こどもが診療時間（市長が別に定め

る時間をいう。以下同じ。）以外の時間に受

診したとき（当該こどもが小・中学生又は高

校生世代であるときに限る。）は、この限り

でない。 

 (1) 入院して社会保険各法の規定による医

療に関する給付を受ける場合（第３号から

第１１号までに該当する場合を除く。） 

当該医療に関する給付に要する費用につ

いて社会保険各法の規定により負担すべ

き額から社会保険各法の規定に基づき支

給される当該子どもに係る高額療養費の

額（以下「高額療養費の額」という。）を

控除した額 

 (1) 入院して社会保険各法の規定による医

療に関する給付を受ける場合（第３号から

第１１号までに該当する場合を除く。） 

当該医療に関する給付に要する費用につ

いて社会保険各法の規定により負担すべ

き額から社会保険各法の規定に基づき支

給される当該こどもに係る高額療養費の

額（以下「高額療養費の額」という。）を

控除した額 

 (2) 通院により社会保険各法の規定による

医療に関する給付を受ける場合(次号から

第１１号までに該当する場合を除く。) 

ア又はイに掲げる区分に応じ、それぞれア

又はイに掲げる額 

 (2) 通院により社会保険各法の規定による

医療に関する給付を受ける場合(次号から

第１１号までに該当する場合を除く。) 

アからウまでに掲げる区分に応じ、それぞ

れアからウまでに定める額 

  ア 当該子どもが乳幼児である場合であ

って、その属する世帯が市町村民税非課

税世帯であるとき又は診療時間に受診

したとき 当該医療に関する給付に要

  ア 当該こどもが乳幼児である場合であ

って、その属する世帯が市町村民税非課

税世帯であるとき又は診療時間に受診

したとき 当該医療に関する給付に要



する費用について社会保険各法の規定

により負担すべき額から高額療養費の

額を控除した額 

する費用について社会保険各法の規定

により負担すべき額から高額療養費の

額を控除した額 

   イ 当該こどもが小・中学生である場合 

当該医療に関する給付に要する費用に

ついて社会保険各法の規定により負担

すべき額から高額療養費の額を控除し

た額 

  イ ア以外の場合 当該医療に関する給

付に要する費用について社会保険各法

の規定により負担すべき額から高額療

養費の額及び当該医療に関する給付（医

師から交付された処方箋により薬局で

受ける医療に関する給付その他市長が

別に定める場合に受ける医療に関する

給付を除く。）１回につき５００円（負

担すべき額が５００円に満たない場合

はその額）を控除した額 

  ウ ア及びイ以外の場合 当該医療に関

する給付に要する費用について社会保

険各法の規定により負担すべき額から

高額療養費の額及び当該医療に関する

給付（医師から交付された処方箋により

薬局で受ける医療に関する給付その他

市長が別に定める場合に受ける医療に

関する給付を除く。）１回につき５００

円（負担すべき額が５００円に満たない

場合はその額）を控除した額 

 (3)～(11) （略）  (3)～(11) （略） 

 （受給者証の交付申請）  （受給者証の交付申請） 

第５条 子ども医療費の助成を受けようとす

る受給資格者（浜松市重度心身障害者医療費

助成規則又は浜松市ひとり親家庭等医療費

助成規則による助成を受けようとする者を

除く。）は、次に掲げる事項を記載し、かつ、

申請者が押印し、又は署名した申請書に受給

資格者の所得等についての調査に関する同

意書その他市長が必要があると認める書類

を添えて市長に提出しなければならない。こ

の場合において、市長が認める場合は、これ

らの書類の全部又は一部の添付を省略する

ことができる。 

第５条 こども医療費の助成を受けようとす

る受給資格者（浜松市重度心身障害者医療費

助成規則又は浜松市ひとり親家庭等医療費

助成規則による助成を受けようとする者を

除く。）は、次に掲げる事項を記載し、かつ、

申請者が押印し、又は署名した申請書に受給

資格者の所得等についての調査に関する同

意書その他市長が必要があると認める書類

を添えて市長に提出しなければならない。こ

の場合において、市長が認める場合は、これ

らの書類の全部又は一部の添付を省略する

ことができる。 

 (1) （略）  (1) （略） 



 (2) 子どもの氏名及び生年月日  (2) こどもの氏名及び生年月日 

 (3) 子どもが加入する社会保険各法の規定

による医療保険の保険者の名称、記号及び

番号並びに被保険者の氏名 

 (3) こどもが加入する社会保険各法の規定

による医療保険の保険者の名称、記号及び

番号並びに被保険者の氏名 

 (4) （略）  (4) （略） 

 （受給者証の再交付）  （受給者証の再交付） 

第９条 受給者証の交付を受けた者（以下「受

給者」という。）は、受給者証を損傷し、又

は紛失したときは、次に掲げる事項を記載し

た申請書に市長が必要があると認める書類

を添えて市長に提出しなければならない。 

第９条 受給者証の交付を受けた者（以下「受

給者」という。）は、受給者証を損傷し、又

は紛失したときは、次に掲げる事項を記載し

た申請書に市長が必要があると認める書類

を添えて市長に提出しなければならない。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

 (3) 子どもの氏名及び生年月日  (3) こどもの氏名及び生年月日 

 (4) 子どもが加入する社会保険各法の規定

による医療保険の保険者の名称、記号及び

番号並びに被保険者の氏名 

 (4) こどもが加入する社会保険各法の規定

による医療保険の保険者の名称、記号及び

番号並びに被保険者の氏名 

 (5) （略）  (5) （略） 

 （変更届）  （変更届） 

第１０条 受給者は、子どもの氏名に変更が生

じたときは、速やかに変更前及び変更後の子

どもの氏名を記載した届出書に受給者証そ

の他市長が必要があると認める書類を添え

て市長に提出しなければならない。 

第１０条 受給者は、こどもの氏名に変更が生

じたときは、速やかに変更前及び変更後のこ

どもの氏名を記載した届出書に受給者証そ

の他市長が必要があると認める書類を添え

て市長に提出しなければならない。 

 （受給者証の提示）  （受給者証の提示等） 

第１２条 受給者は、保険医療機関等で第４条

第１号又は第２号に規定する子どもに係る

医療に関する給付を受けようとするときは、

次条第４項に該当することとなる場合を除

き受給者証を提示しなければならない。 

第１２条 受給者は、保険医療機関等で第４条

第１号又は第２号に規定するこどもに係る

医療に関する給付を受けようとするときは、

次条第４項に該当することとなる場合を除

き、受給者証の提示又は市長が定める方法に

より、こども医療費の助成を受けることがで

きる資格について、当該保険医療機関等の確

認を受けなければならない。 



 （助成の方法）  （助成の方法） 

第１３条 第４条第１号及び第２号に規定す

る子ども医療費の助成は、当該子ども医療費

（同号アに掲げるもののうち、当該子どもが

乳幼児である場合であってその属する世帯

が市町村民税非課税世帯であるときにあっ

ては、同号イに規定する額を限度とする。）

を保険医療機関等に支払うことにより行う。 

第１３条 第４条第１号及び第２号に規定す

るこども医療費の助成は、当該こども医療費

（同号アに掲げるもののうち、当該こどもが

乳幼児である場合（その属する世帯が市町村

民税非課税世帯である場合に限る。）であっ

て診療時間以外の時間に受診したときにあ

っては、同号ウに規定する額を限度とする。）

を保険医療機関等に支払うことにより行う。 

２ 前項の規定による支払があったときは、当

該受給者に対して子ども医療費の助成があ

ったものとみなす。 

２ 前項の規定による支払があったときは、当

該受給者に対してこども医療費の助成があ

ったものとみなす。 

３ 第４条第３号から第１１号までに規定す

る子ども医療費の助成は、受給者（同条第 

１０号又は第１１号に規定する子ども医療

費の助成にあっては、受給資格者。以下この

項において同じ。）の申請により当該受給者

に対して支払うことにより行う。 

３ 第４条第３号から第１１号までに規定す

るこども医療費の助成は、受給者（同条第 

１０号又は第１１号に規定するこども医療

費の助成にあっては、受給資格者。以下この

項において同じ。）の申請により当該受給者

に対して支払うことにより行う。 

４ （略） ４ （略） 

５ 前２項の申請は、１月分ごとに、次に掲げ

る事項を記載した申請書を市長に提出して

行わなければならない。 

５ 前２項の申請は、１月分ごとに、次に掲げ

る事項を記載した申請書を市長に提出して

行わなければならない。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

 (3) 子どもの氏名及び生年月日  (3) こどもの氏名及び生年月日 

 (4) 子どもが加入する社会保険各法の規定

による医療保険の保険者の名称、記号及び

番号並びに被保険者の氏名 

 (4) こどもが加入する社会保険各法の規定

による医療保険の保険者の名称、記号及び

番号並びに被保険者の氏名 

 (5) （略）  (5) （略） 

６ （略） ６ （略） 

 （差額の申請）  （差額の申請） 

第１４条 前条第１項に規定する方法により

子ども医療費の助成を受けた場合で、第４条

第１４条 前条第１項に規定する方法により

こども医療費の助成を受けた場合で、第４条



第２号アに該当するとき（当該子どもが乳幼

児である場合であってその属する世帯が市

町村民税非課税世帯であるときに限る。）は、

現に助成を受けた額と当該受給者が助成さ

れるべき額との差額を次に掲げる事項を記

載した申請書に前条第６項各号に規定する

書類を添えて申請することができる。 

第２号アに該当するとき（当該こどもが乳幼

児である場合（その属する世帯が市町村民税

非課税世帯である場合に限る。）であって診

療時間以外の時間に受診したときに限る。）

は、現に助成を受けた額と当該受給者が助成

されるべき額との差額を次に掲げる事項を

記載した申請書に前条第６項各号に掲げる

書類を添えて申請することができる。 

 (1)～(5) （略）  (1)～(5) （略） 

 （第三者の行為による被害の届出）  （第三者の行為による被害の届出） 

第１８条 子ども医療費の助成の事由が第三

者の行為によって生じたものであるときは、

当該子ども医療費の助成を受けた者又は助

成を受けようとする者は、速やかに次に掲げ

る事項を記載した届出書により市長に届け

出なければならない。 

第１８条 こども医療費の助成の事由が第三

者の行為によって生じたものであるときは、

当該こども医療費の助成を受けた者又は助

成を受けようとする者は、速やかに次に掲げ

る事項を記載した届出書により市長に届け

出なければならない。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

 (3) 子どもの氏名及び生年月日  (3) こどもの氏名及び生年月日 

 (4) 子どもが加入する社会保険各法の規定

による医療保険の保険者の名称、記号及び

番号並びに被保険者の氏名 

 (4) こどもが加入する社会保険各法の規定

による医療保険の保険者の名称、記号及び

番号並びに被保険者の氏名 

 (5)・(6) （略）  (5)・(6) （略） 

 （損害賠償との調整）  （損害賠償との調整） 

第１９条 市長は、子どもが疾病又は負傷につ

いて損害賠償を受けたときは、その価額の限

度において助成金の全部若しくは一部を交

付せず、又は既に交付した助成金の額に相当

する金額を返還させることができる。 

第１９条 市長は、こどもが疾病又は負傷につ

いて損害賠償を受けたときは、その価額の限

度において助成金の全部若しくは一部を交

付せず、又は既に交付した助成金の額に相当

する金額を返還させることができる。 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 第２号様式中「浜松市小・中学生、高校生世代医療費受給者証」を「小・中学生、高校

生世代医療費受給者証」に改める。 

 

   附 則 



 （施行期日） 

１ この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の浜松市こども医療費助成規則の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」

という。）以後に受ける医療に係る医療費について適用し、施行日前に受けた医療に係る

医療費については、なお従前の例による。 

３ 施行日前に改正前の浜松市子ども医療費助成規則の規定により交付されている乳幼児

医療費受給者証及び小・中学生、高校生世代医療費受給者証は、その有効期限にかかわ

らず、施行日からその効力を失う。 

 （浜松市事務分掌規則の一部改正） 

４ 浜松市事務分掌規則（平成１９年浜松市規則第３号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （課等の分掌事務）  （課等の分掌事務） 

第３条 浜松市事務分掌条例第１条に規定す

る危機管理課及び前条第１項に規定する課

等の分掌事務の概目は、次のとおりとする。 

第３条 浜松市事務分掌条例第１条に規定す

る危機管理課及び前条第１項に規定する課

等の分掌事務の概目は、次のとおりとする。 

 危機管理課～健康福祉部 （略）  危機管理課～健康福祉部 （略） 

 こども家庭部  こども家庭部 

   こども若者政策課 （略）    こども若者政策課 （略） 

   子育て支援課    子育て支援課 

 (1)～(9) （略）  (1)～(9) （略） 

 (10) 子ども医療費及びひとり親家庭等医

療費の助成に係る事務の総括に関するこ

と。 

 (10) こども医療費及びひとり親家庭等医

療費の助成に係る事務の総括に関するこ

と。 

 (11)～(13) （略）  (11)～(13) （略） 

   幼保支援課・幼保運営課 （略）    幼保支援課・幼保運営課 （略） 

  福祉事業所   福祉事業所 

   児童家庭課    児童家庭課 

 (1)～(7) （略）  (1)～(7) （略） 

 (8) 子ども医療費及びひとり親家庭等医療

費の助成に係る事務に関すること。 

 (8) こども医療費及びひとり親家庭等医療

費の助成に係る事務に関すること。 

 (9)～(13) （略）  (9)～(13) （略） 



   社会福祉課    社会福祉課 

 (1)～(7) （略）  (1)～(7) （略） 

 (8) 子ども医療費及びひとり親家庭等医療

費の助成に係る事務に関すること。 

 (8) こども医療費及びひとり親家庭等医療

費の助成に係る事務に関すること。 

 (9)～(13) （略）  (9)～(13) （略） 

 環境部～土木部 （略）  環境部～土木部 （略） 

２ （略） ２ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （浜松市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行

条例施行規則の一部改正） 

５ 浜松市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行

条例施行規則（平成２７年浜松市規則第１２４号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （条例別表に定める事務）  （条例別表に定める事務） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 条例別表の５の項の左欄に規定する規則

で定めるものは、次のとおりとする。 

５ 条例別表の５の項の左欄に規定する規則

で定めるものは、次のとおりとする。 

 (1) 浜松市子ども医療費助成規則（平成９年

浜松市規則第７８号。以下この項において

「規則」という。）第５条の規定による受

給者証の交付の申請の受付、その申請に係

る事実についての審査又はその申請に対

する応答に関する事務 

 (1) 浜松市こども医療費助成規則（平成９年

浜松市規則第７８号。以下この項において

「規則」という。）第５条の規定による受

給者証の交付の申請の受付、その申請に係

る事実についての審査又はその申請に対

する応答に関する事務 

 (2)～(8) （略）  (2)～(8) （略） 

６～８ （略） ６～８ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 

 

（あらまし） 

この規則は、医療に関する給付に食事療養費を含めるとともに、小・中学生が通院によ

り医療に関する給付を受けた場合の自己負担額を無料化するほか、所要の整備を行うもの



です。 


